
 

 

平成 23年度概算要求における科学・技術関係施策の優先度判定（グリーン・イノベーション【ＡＰ施策】） 

【情報通信技術の活用による低炭素化】 

優先度 

判定 
施策名・所管 

概算要求 

・要望額 

（百万円） 

施策の概要 

（目標、達成期限） 
コメント 

優先度判定の理由 

（改善・見直し指摘） 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

最先端のグリーンクラウ

ド基盤構築に向けた研究

開発（継続） 

≪施策番号：20101≫ 

≪昨年度：A≫ 

 

総務省 

1,550 

 

うち 

要望額 

1,550 

 

前年度 

予算額 

980 

【目標】 

最先端の高信頼・省電力なクラ

ウド間連携基盤（『グリーンク

ラウド基盤』）を構築すること

を目標とする。 

 

【達成時期】 

平成２４年度まで 

 

【概要】 

複数のクラウド及びその基盤と

なるネットワークが高度に連携

し、全体の２～３割もの省電力

化を図りつつ、高信頼・高品質

なクラウドサービスを提供する

最先端の『グリーンクラウド基

盤』の構築を目指し、我が国の

クラウド産業の国際競争力の強

化を早急に図るとともに、将来、

このようなクラウド基盤を農

業、交通、防災、環境分野など

多様な社会インフラ分野で活用

し、ＩＣＴによる情報、エネル

ギー等の全体最適制御に資す

る。 

（実施期間：H22～H24） 

【有識者議員コメント】 

○国際状況から判断すれば、施策の立ち上げが遅いのではな

いかと危惧される。早急に国を挙げての戦略的取り組みが必

要。特に経済産業省との連携を戦略的に展開すべき。かねて

より総務省・経済産業省両省の連携を要請してきた。ヒアリ

ングに両省が同席した意義は大きい。危機感を共有し、施策

全体が成功に向かうよう、戦略展開することを期待したい。

○総務省のクラウドとMETIの IT基盤の施策は極めて重要。

加速して実施すべきである。 

○BtoBレベルの高品質かつ省エネ化されたクラウド構築に

とって重要な施策であり、経済産業省と一体となって着実に

推進すべきである。 

○省間連携がスタートしている。 

 

【外部専門家コメント】 

○本施策は我が国のクラウド開発とそれによるミッション

クリティカル分野への導入が極めて重要である。達成目標や

研究開発目標等は妥当と考えられる。経済産業省の施策であ

るクラウドのソフトウェア技術の研究開発との連携が必須

であり、両施策の具体的な連携体制を早急に構築することが

必要である。 

○国内企業がクラウドでグローバル展開を図る上で、ネット

ワークQoS等（高信頼・高品質）を考慮しつつ、クラウド連

携することは、他国では実施におらず、極めて重要。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

 

【若手意見】 

○多種多様なICTサービスを柔軟に利用可能となるクラウド

サービスは、今後の我が国の産業基盤の強化につながる。

 

【パブコメ】 

○大学等で行われている最先端の研究成果を取り込み、研究

開発のスピードを加速させる必要がある。 

○マルチクラウド環境においては、サービスレベル、課金、

セキュリティレベル等に関する様々な課題を整理した上で、

研究開発を推進すべきである。 

○経済産業省のグリーンITプロジェクトなど関連施策との

連携が必要不可欠である。 

【原案】 

○今後のICTサービスを支える基盤としてクラウド技術への期

待が急速に高まり、欧米でもその高度化に向けた様々な取組が

活発化している。クラウドが処理すべきデータ量は急速に拡大

しており、クラウドの省エネ化と高信頼化は緊急の課題である。 

○本施策は複数クラウドの連携によるネットワークの全体最適

化により消費電力を20%から30%削減するという明確な目標を掲

げている点は評価できる。 

○また、複数クラウド間で動的・自律的に資源を融通する柔軟

な連携により、ネットワークのQoSを考慮し、品質・信頼性の

高いクラウドサービス基盤の実現を目指している点も評価でき

る。 

○本施策は行政、医療分野などのミッションクリティカル分野

への導入を目指した研究開発と標準化を主たる目的とすべきで

ある。経済産業省のクラウドコンピュータに係る施策との連携

については、両省が連携の具体化について調整を行っている事

は評価できるが、今後、実用化に向けての全体構想を明確化し、

かつ、これを共有して、具体的な研究連携体制を早急に確立し

て、優先的に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

○産業発展の観点から、国内製品を活用した技術開発を行う

べきである。 

○具体的にどれぐらい省エネ化が図れるのかについて、詳細

な調査が必要である。 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

フォトニックネットワー

ク技術に関する研究開発

（継続） 

≪施策番号：20110≫ 

≪昨年度：優先≫ 

 

総務省 

NICT 

4,668 

 

うち 

要望額 

2,254 

 

前年度 

予算額 

3,733 

【目標】 

オール光通信により10Tbps 通

信を実現すると同時に、消費電

力を69億 kWh（CO2排出量 281

万トンに相当）削減する。 

 

【達成時期】 

平成32年時点 

 

【概要】 

現在の電気通信ネットワークを

全て光信号で伝送・交換を行う

ネットワーク（オール光ネット

ワーク）へと抜本的に転換させ、

新世代ネットワークに適用可能

な技術としていくと同時に、大

幅な大容量化と低消費電力化を

図ることができる革新的技術を

確立するための研究開発を実施

し、CO2排出量の削減を図ると

同時に国際標準を獲得し、我が

国の通信機器製造業の国際競争

力強化を目指す。 

（実施期間：H18～H27） 

【有識者議員コメント】 

○目標設定は明確であり、施策パッケージ策定でのやり取り

を十分に反映している。関連２施策の連携を強化すべき。

○成果目標は明確に設定されており、研究進捗も確実に行わ

れている。世界との競争が激化していることに加え、標準の

取得等を考慮すると加速して推進すべき。 

 

【外部専門家コメント】 

○達成目標と達成期限については10年先の10Tb/s、69億kWh

の目標は技術的には前倒しで可能と考えられ、それを実用シ

ステムとして導入する時点と考えるべきである。23年度の目

標は妥当と考えられる。オール光通信システムは総合的に研

究開発することが必要であり、その研究体制の組織化、文部

科学省や経済産業省での研究成果の活用が必要であり、省庁

間の連携、受託研究機関のコンソーシアム構築などの具体的

な推進が必要である。その体制により、革新技術の基本特許

の取得、デファクト／デジュール標準化の推進を図るととも

に、海外マーケットへの展開を想定した実用化が必要であ

る。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

 

【若手意見】 

○我が国の国際競争力強化の観点から商品化についても検

討すべきである。 

○光通信の伝送容量を大幅に増やすには、ハードウエア技術

の革新が不可欠であり、我が国にとっては次世代のICT産業

で世界をリードするチャンスであり、極めて重要な研究開発

である。 

○研究の実施体制については、大学等の参画により、より多

くの成果がでるようにすべきである。 

 

【パブコメ】 

○光通信は我が国の基幹産業として最も重要であり、国際競

争力も高いことから、開発を加速して強力に推進すべきであ

る。 

○経済産業省の所管であるハードウエアや部品技術の開発

と連携して実施すべきである。 

○日本発の国際標準として提案していく体制を整え、国策と

して取り組むことが重要である。 

○低消費電力で高効率なインターネット網の確立は国家に

とって重要な課題であり、フォトニックネットワーク技術は

【原案】 

○急増するインターネット通信量への対処とCO2排出量削減と

いう二つの喫緊の課題を解決するため、情報ネットワークの高

速大容量化と通信機器の低消費電力化を同時に実現することが

急務であり、高速化･低消費電力化を両立させるためには、ネッ

トワーク内の全ての処理を光信号で行うオール光ネットワーク

が必要不可欠である。 

○本施策はオール光ネットワーク実現のために必要となる革新

的光通信技術の研究開発を実施するものであり、40Gbpsイーサ

ネットを広域転送するための符号変換方式の国際標準化や10G

超オンデマンド広域LAN環境の実証（世界初）等、研究開発が

確実に進捗している点は高く評価できる。 

○本プロジェクトは、次世代のオール光ネットワークのコアに

なる研究開発であり、総務省の新世代ネットワーク研究開発な

どの関連プロジェクトとの連携を強化すると共に、実用化に向

けた全体構想を明確にした上で、経済産業省のネットワーク関

係のデバイス関連施策との連携による製品化を視野に入れて、

本施策の研究開発を優先して実施すべきである。  

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

そのための必須技術である。 

○オール光ネットワークの運用管理の研究開発も考慮すべ

きである。 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

超高速光エッジノード技

術の研究開発（継続） 

≪施策番号：20102≫ 

≪昨年度：S≫ 

 

総務省 

980 

 

うち 

要望額 

980 

 

前年度 

予算額 

630 

【目標】 

超高速光エッジノードにより、

エッジノードの高速化、低消費

電力化を実現し、消費電力を26

億 kWh（CO2排出量 108万トンに

相当）削減する。 

 

【達成時期】 

平成27年時点 

 

【概要】 

光・電気のハイブリッド技術に

より、基幹ネットワークと加入

者を結ぶ重要な設備であるエッ

ジノードの高速化・低消費電力

化を実現するための研究開発を

実施し、CO2排出量の削減を図

ると同時に国際標準を獲得し、

我が国の通信機器製造業の国際

競争力強化を目指す。 

（実施期間：H22～H23） 

【有識者議員コメント】 

○２つの施策（本省直轄とNICT）について、目標は明確に設

定されている。施策パッケージ策定のやり取りも十分に反映

されているが、２施策の連携が明示されていない。 

○APの趣旨に適う施策である。 

○成果目標（水準、期限）について明確である。デファクト

スタンダードのドラフト案に開発技術が織り込まれる可能

性が高いのは大きな成果である。 

 

【外部専門家コメント】 

○100Gb/sイーサーの標準化は欧米との競争状態にあり、本

施策の成果をベースに日本技術を世界標準に反映すること

が必要である。開発実施機関間の連携体制が重要であり、そ

れに適する特許取得方針を立てることが必要である。本施策

の成果によるエッジノードがグローバルマーケットで高い

シェアを占めることが本施策の成功か否かの評価になると

考えられる。 

○日本の光技術は、国際的にも強い分野であるが、対抗技術

と対比した将来目標を明確に設定することが必要である。

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

 

【パブコメ】 

○光通信産業は日本の機関産業として最も重要である。 

○エッジノードの高速化、低消費電力化は喫緊の課題であ

る。 

○日本の優位性の高い技術であり、国際標準化を協力に進

め、世界に先駆けて実装技術を確立することが必要である。

等 

【原案】 

○急増するインターネット通信量への対処とCO2排出量削減と

いう二つの喫緊の課題を解決するため、情報ネットワークの高

速大容量化と通信機器の低消費電力化を同時に実現することが

急務であり、高速化･低消費電力化を両立させるためには、ネッ

トワーク内の全ての処理を光信号で行うオール光ネットワーク

が必要不可欠である。 

○本施策は、その前段階として、光･電気のハイブリッド技術に

より、基幹網と加入者を結ぶ重要な設備の高速化のための研究

開発・実証実験を実施するものであり、その開発技術がデファ

クトスタンダードのドラフト案におり込まれる可能性が高いこ

とは大きな成果であり高く評価できる。 

○また、 平成27年時点で、本施策により、エッジノードの高

速化、低消費電力化を実現し、消費電力を26億 kWh(CO2排出量

108万トンに相当)削減するという明確な目標を掲げている点も

評価できる。 

○経済産業省の次世代高効率ネットワークデバイスプロジェク

トの研究成果も考慮し、実用化に向けた全体構想を両省間で明

確にした上で、製品化を視野に入れて、本施策による研究開発

を優先して実施すべきである。  

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP部分> 

 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

 

戦略的創造研究推進事業

(社会技術研究開発事業を

含む）（継続） 

≪施策番号：24134≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

文部科学省 

科学技術振興機構 

<AP部分> 

2,100 

 

 

（異分野融合による自然光エネ

ルギー変換材料及び利用基盤技

術の創出） 

【目標】 

①表面･界面パッシベーション

技術を確立し、変換効率を 3～

6％向上 

②アモルファスシリコン薄膜で

15％程度の効率を達成する基盤

技術を確立 

③亜鉛すずリン化合物の原子配

列制御及び添加元素による特性

制御、薄膜生成プロセスを確立

【有識者議員コメント】（異分野融合による自然光エネルギ

ー変換材料及び利用基盤技術の創出） 

○グリーン・イノベーションにおける文部科学省の施策の全

体像を示すべき。目的基礎研究に相応しい挑戦的な課題を設

定すべき。 

○特に問題なし。 

 

【外部専門家コメント】（異分野融合による自然光エネルギ

ー変換材料及び利用基盤技術の創出） 

○研究開発目標は「創出を目指す」のではなく、「創出する」

とすべき。 

○「関係府省との連携」、「予算規模の適切さ」については、

現在の情報では判定が尽きかねる。 

【原案】 

○次世代太陽電池の実現には、既存分野にとらわれない斬新な

アイデアと、化学、物理学、電子工学など幅広い分野の融合に

基づくブレークスルーが必須であり、そのための研究開発は極

めて重要である。 

○グリーン・イノベーションにおける文部科学省の施策の全体

像を示すべきである。 

○経済産業省と連携し、新たな戦略目標を設定するなどの検討

を進めることについては評価できる。 

○目的基礎研究に相応しい挑戦的な課題を設定した上で、各研

究課題における達成目標のより明確化を図り、着実・効率的に

実施すべきである。 

 



 

 

【達成期限】 

①～③平成28年度 

【概要】 

今後のイノベーションにつなが

る新技術の創出に向け、国が定

めた戦略目標の下、組織の枠を

超えた時限的な研究体制を構築

し、目的基礎研究を実施する。

太陽光発電については、「異分野

融合による自然光エネルギー変

換材料及び利用基盤技術の創

出」を戦略目標として設定し、

NEDOの技術開発と補完的協力を

行いながら、シリコン系など既

存タイプを中心とした太陽電池

の技術課題を解決するための目

的基礎研究を実施する。 

【実施期間】 

平成14年度～ 

 

○施策の有効性、必要性は認識できるが、本施策で太陽光へ

の予算が増加することの理由はヒアリングや資料からは読

み取れない。 

○戦略的創造研究推進事業において、研究領域としての目標

設定が若干具体的でない印象を受ける。特に当該施策に関連

する「さきがけ」プロジェクトにおいて、人材の育成に重点

を置いているのか、研究成果に重点を置いているのかが不明

瞭である。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

 

【最終決定】 

原案のとおり。 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP部分> 

 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

 

<AP部分> 

500 

 

 

（蓄電池、燃料電池・水素供給

システム関係の研究開発） 

【目標】 

・現状の電気二重層キャパシタ

の 10 倍以上の高エネルギー密

度(電極特性 450 Wh/kg)を持つ

非可燃性電気化学キャパシタを

構築する 

・100 度以上の高温動作が可能

で、厳密な湿度・温度管理を必

要としない新しいプロトン伝導

性電解質の開発 

【達成期限】 

平成24年度～平成26年度 

【概要】 

今後のイノベーションにつなが

る新技術の創出に向け、国が定

めた戦略目標の下、組織の枠を

超えた時限的な研究体制を構築

し、目的基礎研究を実施する。

蓄電池／燃料電池については、

CREST において安全性の高いプ

ロトン型の高性能蓄電デバイス

の構築を目指して多様な電極材

料の基礎研究を実施するととも

に、ERATO「北川統合細孔プロジ

【有識者議員コメント】（蓄電池、燃料電池・水素供給シス

テム関係の研究開発） 

○グリーン・イノベーションにおける文部科学省施策の全体

像を示すべき。目的基礎研究に相応しい挑戦的課題を設定す

べき。 

 

【外部専門家コメント】（蓄電池、燃料電池・水素供給シス

テム関係の研究開発） 

○基礎研究であっても、目標値は定量的に設定すべき。 

○比較的「成果目標」等が明確である。「関係府省との連携」、

「予算規模の適切さ」については、現在の情報では判定が尽

きかねる。 

○施策の有効性、必要性は認識できるが、同じプログラムの

中で太陽光は増額、蓄電池は前年同額とした理由がヒアリン

グや資料の中からは不明である。 

○研究領域としての目標設定が若干具体的でないという印

象を受ける。得られた成果（技術）を産業界に活かすことが

重要である。成果をどのように応用に繋げるか見えにくい。

 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

 

【原案】 

○蓄電池、燃料電池の飛躍的な高効率化、低コスト化を目指し

た革新材料の研究開発として重要な施策である。 

○グリーン・イノベーションにおける文部科学省の施策の全体

像を示すべきである。 

○経済産業省と連携し、新たな戦略目標を設定するなどの検討

を進めることについては評価できる。 

○目的基礎研究に相応しい挑戦的な課題を設定した上で、各研

究課題における達成目標のより明確化を図り、着実・効率的に

実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり。 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

ェクト」において燃料電池の安

定的な固体電解質の創成に関す

る目的基礎研究を実施。 

【実施期間】 

平成14年度～ 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

<AP部分> 

約 610 

 

（情報システムの超低消費電力

化を目指した技術革新と統合化

技術） 

【目標】 

通信・演算情報量の爆発的増大

に備える超低消費電力技術の創

出 

 

【達成時期】 

本事業の研究開発の成果を元

に、民間企業や他の公的な支援

施策による実用化研究を経て５

～１０年程度で実用化 

 

【概要】 

スーパーコンピュータから携帯

情報端末などの組み込み用情報

通信システムまで適用可能な、

消費電力あたりの処理性能を

100倍から1000倍にする超低消

費電力技術の確立のため、各研

究開発課題について、目標を掲

げ、その達成に向けた基礎研究

を実施。 

（実施期間：H17～H24） 

【有識者議員コメント】（情報システムの超低消費電力化を

目指した技術革新と統合化技術） 

○アクション・プランにおける本施策の位置付けが明確では

ない。本施策全体としての目標設定を明確にすべき。 

○個別プロジェクトを並列して運営しているが、個別の研究

開発目標の意味合いが必ずしも明らかではない。しかもそれ

らを統合することの意義、目的が明確とは言えない。課題あ

たりの資金が小さいこともあり、全ての個別プロジェクトの

並列的な進め方から、発掘シーズの斬新性を基軸に選択と財

源の集中化を図るべき。 

 

【外部専門家コメント】（情報システムの超低消費電力化を

目指した技術革新と統合化技術） 

○各テーマの選定につき、統合として１つしかテーマがない

のは実用化を見据えたときに多少不満が残る。 

○どの個別テーマも２桁の特性改善をうたっているが、結果

として得られるイメージが不足している。単純な掛け算では

３桁以上の改善が行えるはずである。 

○技術イノベーションの種が取り上げられていることは高

く評価するが、APという視点では、実用化に向けた展開が未

だ十分とは言えないと思われる。 

○個々の研究課題の成果に対する評価機能の充実が求めら

れる。プログラム全体の統一性について明確な柱を示すこと

が望まれる。 

○各テーマについての目標は明確である。統合する意図をご

説明頂いたが具体的にどの様な方法でそれを達成するのか、

方法は見えない。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

【原案】 

○我が国が掲げる2020年の CO2削減目標を達成するためには、

情報通信システムの低消費電力化が必要不可欠である。 

○本施策は、情報通信システムに関する目的基礎研究のうち、

光通信ネットワークや短距離データ無線通信とエネルギー無線

給電の低消費電力化など、ブレークスルーが期待される研究開

発課題に集中的に取り組むものであり、これまでにチップ間デ

ータ転送に要する消費電力1/1000を達成するなど大きな成果を

上げている。 

○今後は、実用・応用段階を見据えた目的基礎研究としての位

置付けを明確にしつつ、発掘シーズの斬新性を基軸に選択と財

源の集中化を図り、本施策を優先して実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

次世代ＩＴ基盤構築のた

めの研究開発（うち「高機

能・超低消費電力コンピュ

ーティングのためのデバ

イス・システム基盤技術の

研究開発」）（継続） 

≪施策番号：24175≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

文部科学省 

165 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

208 

【目標】 

スピントロニクス技術を利用し

たテラビット級次世代垂直記録

技術及び新規省電力超高速サブ

システムの技術開発を行い、両

者の融合によりストレージシス

テムの記憶容量あたりの消費電

力を研究開始時点の20分の1を

実現する要素技術の研究開発を

行う。 

 

【達成時期】 

【有識者議員コメント】 

○目標は明確に設定されている。文部科学省の目的基礎研究

についての切り分けと経済産業省との連携を具体的にすべ

き。 

○目標設定が明確であり、実績も上がりつつある。 

○目標は明確に設定されている。ただし本来業務である「目

的基礎研究」としての目標はなお明確にして、着実に推進す

べきである。 

 

【外部専門家コメント】 

○要素研究開発とはいえ、記憶装置の容量規模が実用に足る

規模での成果が出ていることが望ましい。装置開発等の実用

【原案】 

○情報量が急激に増え続ける近年の高度情報化社会においては

情報通信機器の大容量･低消費電力を両立させることが喫緊の

課題である。 

○特に、爆発的に増え続ける情報の保存･解析等に必要なストレ

ージの需要はますます増加しており、ストレージの高効率化は

クラウドサービスを構成するデータセンター等の低炭素化に不

可欠である。 

○本施策はスピントロニクスを基にした材料･デバイス開発に

より、高密度･大容量記録を実現する新規垂直磁気記録方式の開

発、及び、ストレージシステムを低消費電力化する技術の開発

を行うものであり、新材料による媒体用ドットアレイの試作に



 

 

平成23年度まで 

 

【概要】 

スピントロニクスを基にした材

料・デバイス開発により次世代

垂直記録ヘッド・媒体の基本要

素技術を実現し、高密度・大容

量記録を実現する新規垂直磁気

記録方式を開発するとともに、

ストレージシステムを低消費電

力化する技術の研究開発。もっ

て、情報量が急激に増え続ける

高度情報化社会における情報通

信機器の大容量・低消費電力を

両立することを目的とする。 

（実施期間：H19～H23） 

化については経済産業省との連携を取ることも必要。 

○日本の強みを活かす技術領域として是非強化すべき課題

であり、実用化へのストーリーと量産技術の更なる明確化が

求められる。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○スピントロニクスを基にした材料・デバイスの基盤技術を

研究することは日本の生き残りにとって極めて重要である。

世界で初めて成功するなど、顕著な成果を上げている点は高く

評価できる。 

○今後は、本プロジェクトの成果を経済産業省のグリーンITプ

ロジェクト（超高密度ナノビット磁気記録技術）に反映するこ

とについて、経済産業省との調整を進めると共に、「目的基礎

研究」としての目標をなお明確にしつつ、本施策による研究開

発を優先して実施すべきである。 

○本事業は競争的資金制度である。研究者等が効果的に活用で

きるよう、アクション・プランに沿って、使用に関わる各種ル

ールの統一化及び簡素化・合理化に取り組むことが必要である。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

低炭素社会を実現する超

低電力デバイスプロジェ

クト（継続） 

≪施策番号：27108≫ 

≪昨年度：S≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

4,225 

 

うち 

要望額 

1,800 

 

前年度 

予算額 

2,545 

【目標】 

①EUV露光システムに必要な評

価基盤技術を構築。それにより

最先端の20nm代以細の半導体

製造技術を確立すると共に、当

該分野における国際的な標準化

の推進やロードマップ作成の主

導権を握る。 

②低消費型デバイスのコア技術

をオープンイノベーションの仕

組みを通じて企業製品・事業へ

の普及を図るとともに、線幅

16nm世代以細の次世代集積回路

を実現。それにより、パソコン

など電機機器全体の消費電力を

2020年における現在予測（1645

億 kWh/年）より約６％（92.4億

kWh/年）低減させる。 

 

【達成時期】 

①平成27年度年まで、②平成

32年頃 

 

【概要】 

ナノエレクトロニクス分野につ

いて低炭素社会を実現し、かつ

国際競争力を強化するには、短

期・中期的には更なる微細化技

術を実現するとともに、10年先

を見越した長期的な基盤強化に

【有識者議員コメント】 

○目標設定は明確。つくば活用など全体像が分かりやすい。

しかし、５つの技術を組み合わせて統合的に推進する筋道が

明示されていない。 

○技術目標が明確に設定されており、AP対応としては評価さ

れる。 

 

【外部専門家コメント】 

○革新的な次世代低電圧デバイスとして５つの目標が挙げ

られているが、高集積化、高速化の観点から考えると、ハー

ドルは極めて高い。EUVに関してはSiCMOS技術の微細化、高

度化に有用と考えられる。 

○日本の半導体産業に関わる産官学連携研究を支える拠点

として是非強化すべきプログラムである。つくばイノベーシ

ョンアリーナでの大学間連携システムを全国規模で拡大す

る必要がある。 

○プロジェクトの目的は明確であり推進すべきと考えられ

るが、新規デバイスの統合化、新規アーキテクチャ等の開発

等について、研究計画の具体化が必要である。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【若手意見】 

○当該技術分野は大変重要で今後発展が期待できる分野で

あるが、本研究開発の推進に当たっては費用対効果の点につ

いて留意することが必要である。 

○研究実施においては、できるだけ多くの企業等が提案・参

画できるよう配慮すべきである。 

 

【パブコメ】 

○社会的な要請を踏まえると、開発スピードを向上させる必

【原案】 

○エレクトロニクス機器全体の総消費電力は著しい増加傾向に

あり、デバイスレベルでの技術革新による大幅な省エネ化が喫

緊の課題である。 

○本施策は、短期・中期的な更なる微細化技術の実現と10年先

を見越した革新的な低消費型デバイスの研究開発を目指してお

り、2014年に超低電圧（0.4V以下）により消費電力を1/10と

する等、技術目標が明確に示されている。 

○施策には革新的な要素技術からの取り組みが含まれており、

高集積化、高速化の観点から考えると高いハードルに対する挑

戦となっている点も評価できる。 

○また、必要に応じて産官学の研究拠点において、グリーンIT

プロジェクトやノーマリーオフコンピューティングプロジェク

ト等との連携を行うことが必要である。 

○新規開発技術の統合化については、短期間で行う計画となっ

ており、研究開発におけるハードルは高いが、重要な施策であ

り優先的に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

向けて革新的な低消費型デバイ

スの研究開発に並行して取り組

むことが必要。そのため、本事

業において、（１）EUV（極端紫

外線）による微細化・低消費電

力技術開発、（２）革新的な次

世代低消費型デバイス開発を実

施する。 

（実施期間：H22～H27） 

要がある。 

○本施策の実施において、Siナノワイヤの研究は重要であり

継続することが必要であると考える。 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

低炭素社会を実現する新

材料パワー半導体プロジ

ェクト（継続） 

≪施策番号：27107≫ 

≪昨年度：S≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

3,565 

 

うち 

要望額 

2,000 

 

前年度 

予算額 

2,000 

【目標】 

①大口径（6インチ）、高品質

SiCウエハの量産化、及び事業

化を実現する。 

②自動車メーカーが自ら、SiC

インバータ搭載自動車を試作、

実証することとしている。 

 

【達成時期】 

①、②共に事業終了（平成26年）

まで 

 

【概要】 

低炭素社会の実現に向けて自動

車をはじめ様々な分野で電化が

進み、それに伴いパワー半導体

による電力損失の低減は極めて

重要な課題となっている。こう

した現状を踏まえ、本プロジェ

クトではパワー半導体として極

めて優れた性能を有するSiC（シ

リコンカーバイド）ウエハの安

定供給技術、高耐圧高信頼なデ

バイスの製造技術を確立し、グ

リーン・イノベーションを推進

することを目的とする。具体的

には、次世代、大口径（15cm）

SiCウエハの製造技術や、自動

車、鉄道等に用いる数kV、数百

Aに対応可能な高耐圧、高信頼

性を有するウエハ及びデバイス

の開発を行う。 

（実施期間：H22～H26） 

【有識者議員コメント】 

○2015年における本施策の目標設定について、国際的優位性

を明確にすべき。 

○重要なプロジェクトである。 

○省電力効果の大きい新たなエレクトロニクス材料（SiC）

とそれを用いたデバイスの開発を目的としたプロジェクト

であり、成果目標も理解できる。トランジスタの実用化に繋

がるブレークスルー技術はコアであり、成果を期待したい。

 

【外部専門家コメント】 

○SiCウエハの作製に関しては着実な計画になっている。SiC

デバイスの問題は特性の良好なMOSデバイスが作製できない

ことであり、グリーンITの SiCプロジェクトと連携を期待

したい。 

○グリーン・イノベーションにとって不可欠な技術と考えら

れる。技術目標の達成だけでなく、低コスト量産技術を確立

し事業化の後押しをしないと、技術が良くてもイノベーショ

ンにつながらない。産業化を強く意識した施策をお願いした

い。 

○他の関連プログラムとのテーマ設定の切り分けや、情報交

換を通じて実用化への目処を早期に示して欲しい。シリコン

系パワーデバイスとのベンチマークや、シリコン系半導体企

業からの情報収集や共有化を進めて欲しい。 

○ウエハー開発以外のデバイス作製周辺技術に関する研究

内容があまり具体的に明記されていないように思われる。し

かも、実際のデバイス作製は最終年度で行うことになってお

り、困難が生じるものと考えられる。通年を通したデバイス

作製周辺技術開発を内容に入れるべきではないか。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○日本が、今後、環境・エネルギー技術の海外展開を図る上

で重要な技術である。事業終了後の産業展開を図ることが重

要である。 

【原案】 

○環境自動車、鉄道、電力インフラなど高電圧・高電流を扱う

分野においては、電力変換（直流・交流変換等）の性能に優れ、

電力損失が少ない新材料（SiC）の実用化が期待されている。 

○省電力効果の大きい新たなエレクトロニクス材料（SiC）とそ

れを用いた高耐圧パワー半導体の開発を目的としたプロジェク

トであり、成果目標も明確である。 

○本施策の実施においては、シリコン系パワーデバイスとのベ

ンチマーク、低コスト量産技術の確立などの、産業化を強く意

識するとともに、ウエハ開発以外のデバイス製造周辺技術の開

発にも注力して推進すべきである。また、中耐圧を目標とした、

グリーンＩＴプロジェクトのSiCプロジェクト等との連携にも

留意すべきである。 

○本施策は重要であり、プロジェクト終了時点での国際競争に

おける優位性を意識し、優先して実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

<AP施策> 

 

【原案】 

A 

 

【最終】 

A 

超低消費電力型光電子ハ

イブリッド回路技術開発

（新規） 

≪施策番号：27017≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

100 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

－ 

【目標】 

本事業から本格研究に発展させ

ることで、①光インターフェー

ス付きLSIおよび波長分割多重

化スイッチユニットを動作実証

し、1mW/Gbps以下（現状

10mW/Gbps程度）の低消費電力

化を達成する高速・高密度・柔

軟・省エネルギーな光電子ハイ

ブリッド回路技術の実現を目標

とする。 

②本技術を適用したネットワー

ク機器（ルータ）を実用化、技

術適用範囲をTV等映像機器、ロ

ボット等の民生用／産業用電子

機器に拡げ、これらの機器の超

低消費電力化実現を目標とす

る。 

③本光電子ハイブリッド回路技

術適用したルータの普及を進め

ることで、電力消費量として年

間約370億 kWh、CO2換算で年間

約2050万 t削減を目標とする。

 

【達成時期】 

①平成27年度(2015年度）まで、

②平成32年度(2020年度）まで、

③平成42年(2030 年） 

 

【概要】 

高周波信号の接続を高密度・小

型・低消費電力で行うことが出

来る光配線と、小型・低消費電

力で信号処理を行うことができ

るCMOS-LSI をハイブリッド集

積した光電子ハイブリッド回路

基板技術を開発するための先導

的研究として、本格研究に向け

た課題の抽出を行う。 

（実施期間：H23単年度） 

【有識者議員コメント】 

○本施策の重要性から、単年度で終了というのは不自然であ

る。プロジェクトの位置付けを明確にすべき。将来に向けて

のプレステージであるならば、全体構想を示すべき。 

○これがAPに入ることで24年度から本格的に立ち上がるの

であれば、APに入れた意義大きい。 

○アクション・プランとして一年ものでは不適切。 

○事業期間１年のいわば「予備プロジェクト」として、本来

事業のFS確認が主目的の事業である。当該施策パッケージ

への貢献度も不明であり「AP」対応には該当しない。 

 

【外部専門家コメント】 

○先導研究として意義がある。 

○イノベーション創出に向けての目標が明確になっている

ように思われない。市場でイノベーションを起こすために

は、回路基盤メーカーからのニーズを取り込むべきと考えら

れるが、シーズ指向の提案になっているように思われる。

○企業からの情報提供も含めて、他技術とのベンチマークを

進め、先導研究の後に重要課題として継続して欲しい。先導

研究から継続研究として判断基準を明確にして欲しい。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○日本がこの分野でトップになるために極めて重要な技術

である。 

○開発目標については、既存機器との差異を明確にし、更に

高い数値目標を狙って研究開発を推進すべき。 

【原案】 

○プリント配線基盤の世界市場は4兆円と非常に大きく、現在

の日本のシェアも高いものの、中国の追い上げを受け、海外生

産比率が年々上昇し続け、産業の空洞化が懸念される。 

○このような中、モジュール間（ボード内）光配線のための技

術開発については、LSI、バックプレーンと異なり、これまで打

ち手がなかった。 

○本施策による研究開発は、この空白地帯を埋めるものであり、

ハイエンドの光ルータ、サーバに早期適用が可能であるととも

に、将来のプリント基板市場を維持･拡大するために有効である

と考えられる。 

○また、超高速LSIと光回路を1枚の光電子ハイブリッド回路

基板上で実装することにより、システムの低消費電力化に寄与

することも期待できる。 

○上記の重要性に鑑み、本施策は先導的研究として着実に実施

すべきであり、その成果を踏まえ、平成24年から本格的な研究

開発を確実に行うことが必要不可欠である。  

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

次世代高信頼・省エネ型Ｉ

Ｔ基盤技術開発・実証事業

（継続） 

≪施策番号：27162≫ 

≪昨年度：A≫ 

 

1,728（「Ｉ

Ｔとサービ

スの融合に

よる新市場

創出促進事

業」（798百

【目標】 

基盤技術開発、実証事業等を通

じて、クラウドコンピューティ

ングの活用基盤を整備すること

により、医療の高度化・効率化、

詳細な交通情報による渋滞の緩

【有識者議員コメント】 

○国際状況から判断すれば、施策の立ち上げが遅いのではな

いかと危惧される。早急に国を挙げての戦略的取組みが必

要。かねてより、総務省、経済産業省両省の連携を要請して

きた。ヒアリングに両省が同席した意義は大きい。危機感を

共有し、施策全体が成功に向かうよう戦略展開するよう期待

【原案】 

○本施策はBtoB利用を目指したクラウドを支えるソフトウェア

基盤技術の研究開発により、生産性、効率化、信頼性、安全性、

高速化、省エネ化、相互運用の向上に寄与することを目指して

おり、省エネで消費電力を13%削減、稼働率を99.9%から 99.99%

に向上させるなどの具体的な目標を示している点が評価でき



 

 

優先 経済産業省 万円）と統

合） 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

860 

和及びＣＯ2削減、橋梁等の社

会インフラ基盤の管理等による

管理・更新コストの削減といっ

た社会的課題を解決するととも

に、個人個人に最適な商品や情

報を提供する新たなマーケティ

ングサービスや情報配信サービ

ス等といった国民生活の利便性

を大きく向上することを目標と

する。クラウドコンピューティ

ングの推進により、新市場とし

ては1.5兆円／年の創出が期待

される。 

 

【達成時期】 

医療、交通、社会基盤、基盤デ

ータ等の各分野で、2013年度ま

でに、大量の情報を活用した実

証事業を実施 

 

【概要】 

クラウドコンピューティングを

利活用した新サービスの創出、

産業の高次化を実現する実証事

業、必要となる大量データ処

理・分析技術、データ匿名化技

術等の基盤的技術開発等を実施

することにより、クラウドコン

ピューティングの構築・利用を

促進し、産業構造の変革及び高

次産業の創出による国際競争力

の強化、エネルギー効率・生産

性の向上による省エネ型社会の

構築等を目指す。 

（実施期間：H22～H25） 

したい。 

○具体的な適用対象を決める段階に進展しており、総務省と

一体となって着実に推進すべきである。 

○省間連携がスタートしている。 

 

【外部専門家コメント】 

○特にクラウドのB-to-Bへの適用に必要な信頼性・安全性

を追求する目標は妥当である。さらに2013年までに開発し

たクラウドによる実証事業を実施することは大変重要であ

る。本施策はデータセンタ内のクラウド技術の研究開発であ

り、総務省が実施するインタークラウド技術の研究開発と連

携し、日本の行政用クラウドや医療、金融などのミッション

クリティカルな応用に適用することが我が国のクラウド開

発とそのビジネスの基本戦略と考えられ、両省の施策の具体

的な連携体制の構築が必要である。さらにクラウドの標準化

に対しても連携して対応する必要がある。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

 

【パブコメ】 

○すでにグーグルなどの民間企業が推進している分野の研

究開発自体に国家が関与する必要はない。 

る。なお、クラウドを活用したサービスについては、グーグル

社などBtoCの分野では既に開発・実用が進んでいるが、BtoB

利用における信頼性・安全性に関しては十分な水準に達してお

らず、要素技術の開発、利用サービスモデルの確立が急務にな

っており、早期に課題を解決し省エネルギー性能の高いクラウ

ドコンピューティングへの移行を加速することが極めて重要で

ある。 

○社会基盤としてのクラウドを、医療・交通のミッションクリ

ティカルな分野を主たる目標として実施しようとしており、国

民生活向上への貢献が期待される点も評価できる。 

○総務省のクラウドネットワークに係る施策との連携について

は、両省が連携の具体化について調整を行っている事は評価で

きるが、今後、実用化に向けての全体構想を明確化し、かつ、

これを共有して、具体的な研究連携体制を早急に構築し、優先

して実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

次世代高効率ネットワー

クデバイス技術開発（継

続） 

≪施策番号：27170≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

366 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

385 

【目標】 

①大規模情報処理を実現する次

世代のエッジルータ等システム

に対応する各種デバイス技術を

確立、並行して国際標準化活動

を行い、高速大容量（100Gbps）

イーサネット国際標準規格の獲

得を目標とする。 

②現状の電子式ルータに比べて

20%以上の省エネルギー化を達

成する10Tbps超級省エネ型大

【有識者議員コメント】 

○本施策は平成23年度で終了するが、初期の目標の省エネ

20％について達成状況が明示されていない。フィージビリテ

ィ、施策終了後の展開に留意すべき。 

○来年度一年終了のプロジェクトをアクション・プランに入

れるならその次のステージのロードマップが必要。 

○目標は明確に設定されており、着実に推進すべきプロジェ

クトである。 

 

【外部専門家コメント】 

○着実な成果が得られている。平成23年度が最終年度であ

【原案】 

○ネットワークで扱われるデータ量の増大に伴い、情報通信機

器による消費電力量を抑制することが喫緊の課題となってい

る。特に消費電力の大きな大規模エッジルータ、大容量画像デ

ータ伝送においては、ネットワーク機器の省電力化は必須であ

る。 

○本施策はネットワークの超高速化と省エネ化を共に実現する

ために、デバイス共通基盤技術とそれを利用したシステム化技

術の開発を行うものであり、これまでに、IEEE.802.3ba での

25Gbps×4チャンネル100Gイーサ標準化をほぼ獲得するなど、

順調に成果を上げている。 



 

 

規模エッジルータを市場投入を

目標とする。 

③省エネ法に基づくトップラン

ナー制度の活用等により、技術

普及率100%達成を目標とする。

 

【達成時期】 

①平成23年度(2011年、事業終

了年度)まで、②平成27年度

(2015年度）まで、③平成31年

(2019年）まで 

 

【概要】 

ルータ・スイッチおよび、ロー

カルネットワークの大容量化、

超高速化と省エネルギー化を同

時に実現するための通信機器・

装置に関して、デバイス、集積

化・モジュール化、システム化

およびトラヒック制御の各技術

開発を実施することにより、今

後、通信トラフィックの急増に

伴って現状のままでは顕在化が

指摘される通信機器の電力消費

の急増という問題を解決し、Ｉ

Ｔの省エネルギー化を推進す

る。 

（実施期間：H19～H23） 

り、成果の活用に期待したい。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○将来の商用を想定した最終実証に期待したい。 

○H23年度以降の商用化に係るシナリオを明確にして確実に

結実させていただきたい。 

○施策の目標は明確であり、今後は、世界的に開発競争が激化

している中、日本が世界をリードしている先端技術をベースに

産官学が連携して進めることが必要である。総務省の超高速エ

ッジノード技術の研究開発等の研究成果も考慮し、実用化に向

けた全体構想を両省間で明確にした上で製品化を視野に入れ

て、本施策による研究開発を着実・効率的に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

S 

 

【最終】 

S 

ノーマリーオフコンピュ

ーティング基盤技術開発

（新規） 

≪施策番号：27016≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

1,305 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

－ 

【目標】 

①要素技術を情報家電や携帯電

話など情報機器に展開するとと

もに、事業者において実用化開

発を進め、②ノーマリーオフコ

ンピューティングの実現による

待機電力の劇的な削減により、

半導体部分の消費電力を１／１

０以下にした情報機器（パソコ

ンでは消費電力１／４程度以下

にできる）を実用化する。 

 

【達成時期】 

①平成２８年度以降、②平成３

２年度まで 

 

【概要】 

今後更なる増大が予測される情

【有識者議員コメント】 

○日本の強みである不揮発性メモリをさらに強固にする狙

いもあり、ユニークなチャレンジである。世界的な位置付け

と目標を明確にすべき。 

○つくばにおける集積のメリットも含めよくデザインされ

ている。 

○１．プロジェクト最終年度の達成目標をより明示的に記述

する必要（口頭説明はあったが）がある。２．新規として開

始するプロジェクトとして、技術的な「強み」あるいはシー

ズを特定し、それに基づく展開を図るべきである。 

 

【外部専門家コメント】 

○PCのみならず広い活用を視野に施策を行うことが重要 

○高速、高集積の不揮発メモリが必要で、かつCPUの近くで

使うには書き換え回数が実質的に無限大であることが必要

である。MRAMが有力候補であり、実現できればイノベーショ

ンが期待できる。 

○省エネに貢献できるだけでなく、従来延長線上にない、不

【原案】 

○エレクトロニクス機器全体の総消費電力は著しい増加傾向に

あり、デバイスレベルでの技術革新による大幅な省エネ化が喫

緊の課題である。 

○半導体素子の微細化を中心とした従来のレクトロニクス機器

の高機能化・低消費電力化とは全く異なり、不揮発性素子を組

み合わせた独自のアプローチにより半導体部分の消費電力を従

来比1/10（パソコンでは消費電力1/4程度以下）の低消費電力

化を実現する点が評価できる。 

○今後、不揮発メモリの開発の進展状況を踏まえ、具体的なト

ータルの消費電力の数値目標を詳細に検討し、コメントに基づ

いて、プロジェクト最終年度の達成目標をより明確にすること

と共に、技術的な「強み」あるいはシーズを特定し、それに基

づく展開を図ることを考慮した上で、積極的に実施すべきであ

る。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 



 

 

報機器のエネルギー消費量を格

段に低く抑えるべく、半導体の

演算処理経路に不揮発性素子を

組み込み、処理途中で電源を遮

断し、再度電源を投入しても、

電源遮断前の処理を継続できる

「ノーマリーオフコンピューテ

ィング」を実現するため、不揮

発性素子の開発とともに不揮発

性素子を前提としたアーキテク

チャ及び制御用ソフトウェアを

一体的に開発する。 

（実施期間：H23～H27） 

揮発メモリを前提とした新たなアーキテクチャに関する研

究開発と考えられる。日本が国際競争力を持てる可能性のあ

る、新規性の高い提案と思われる。一方、デバイスとシステ

ムの一体的な開発が必要になるなど、開発上のリスクも高

く、柔軟で適切な開発マネジメント体制の構築が必要と思わ

れる。 

○不揮発性メモリに関しては他プログラムとの共通化や連

携が不可欠である。ユニークな提案であり独自技術として期

待できる。 

○ノーマリーオフコンピューティングは如何なる特徴があ

るのか、従来集積回路を用いたコンピューティング技術に対

するメリットが明確ではない様に感じられる。また、トータ

ル消費電力（動作時間と待機時間のトータルで）等を含めた

数値等の明確な議論が無いので、果たして新技術の特徴とし

て何が達成されるのかが明確でない。またSRAM代替などを

目的とした不揮発性素子と記載があるが、具体的にどのよう

なものか、CMOS技術とのプロセス技術の整合性や高速な動作

が可能であるかなどを考慮して検討を行う必要がある。以上

の点を踏まえ、改めて研究内容を見直し、各階層やトータル

な機器で何が達成されるか、具体的なデバイスや目標となる

数値などを明記して研究を行うべきである。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【若手意見】 

○基盤技術の開発の他、実用化に向けて、知的財産戦略を十

分考慮すべきである。 

 

【パブコメ】 

○不揮発性素子を前提としたアーキテクチャ及び制御用ソ

フトウェアを一体的に開発することは重要である。 

○特許を取得することとなるが、省エネ効果を考えると独占

せずに適正な条件で世界各国の生産者が利用できるように

すべきである。 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

 

<AP部分> 

 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

立体構造新機能集積回路

（ドリームチップ）技術開

発（継続） 

≪施策番号：27168≫ 

≪昨年度：着実≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

<AP部分> 

576 

【目標】 

・多機能高密度三次元集積化技

術（本技術開発部分が AP に該

当） 

実用的なアプリケーション仕様

に準ずる、Si貫通ビアを用いた

三次元積層 SiP を試作し、機能

を検証することで、多機能高密

度三次元集積化技術として開発

した設計技術と評価解析技術の

有効性を実証する。 

 

【達成時期】 

【有識者議員コメント】 

○本施策の目標設定を明確にすべき。 

○AP対象は多機能高密度三次元集積化技術であるが、順調に

進捗している。 

○着実に推進すべきである。 

 

【外部専門家コメント】 

○アイデアは 30 年前からあるが、本格的な必要性も出てき

たので、時宜を得ている。 

○既存の平面デバイス構成とのベンチマーク（プロセスコス

ト増も含めた上でのメリット、デメリット）を明らかにする

ことが望まれる。 

○実用化への最終段階の技術として企業との連携をさらに

【原案】 

○エレクトロニクス機器全体の総消費電力は著しい増加傾向に

あり、デバイスレベルでの技術革新による大幅な省エネ化が喫

緊の課題である。 

○本施策は、三次元集積技術により配線を最短化することによ

り配線抵抗の増大を抑え、エレクトロニクス機器の低消費電力

化を達成するものであり、順調に進展している。 

○今後は、既存の平面デバイス構成とのベンチマークを明らか

にするとともに、企業との連携を更に密にして、着実・効率的

に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 



 

 

平成24年度まで 

 

【概要】 

立体（三次元）構造集積回路技

術、特に異種機能複合技術の確

立による機能高度化・処理能力

向上・半導体以外のデバイスと

の集積化によって、これまでに

ない情報家電・コンピュータ・

通信装置などの機器を実現し、

わが国経済の牽引力とすること

を目的とする。半導体デバイス

に、三次元構造という新たな概

念を取り込むことにより、半導

体以外のデバイスとの集積化を

実現する技術を確立させ、複数

の周波数帯で利用可能な通信デ

バイス、不具合や故障などの修

復に柔軟に対応できる半導体の

開発を行う。 

（実施期間：H20～H24） 

密にして技術の受け渡しを進めて頂きたい。 

○目標値「消費電力当たりの性能が従来比 1.25 倍」という

のはそれほど革新的なことでは無い様に思われた。開発コス

ト、生産コストなどを考えた場合に、産業への展開がスムー

スにおこなわれるのかが懸念される。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○半導体産業の再生の礎となりうる技術開発であるため、是

非とも遂行してほしい。 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

 

<AP以外> 

 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

<施策全体> 

770 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

900 

【目標】 

①複数周波数対応通信三次元デ

バイス技術 

MEMS回路と制御・電源回路が積

層された複数周波数・複数通信

方式に対応する三次元デバイス

として、700MHz～6GHzの周波数

帯域で周波数特性可変の MCM

（multichip module）を開発し、

通信方式ごとの個別回路を MCM

構成にて実装した場合に比較

し、実装面積で1／8に小型化可

能なことを実証する。 

②三次元回路再構成可能デバイ

ス技術 

三次元的な積層構造の利点を活

かした回路再構成可能デバイス

（フィールドプログラマブルゲ

ートアレイ（FPGA）、動的リコン

フィギャラブルプロセッサ等）

技術を開発する。 

 

【達成時期】 

①、②共に平成24年度まで 

 

【有識者議員コメント】 

○国際的競争力維持に留意すべきである。 

○着実に進めるべき。 

 

【外部専門家コメント】 

○半導体集積回路に MEMS を導入する必要性は理解できる。

民間でも進めている部分もある。 

○FPGAは多目的な分だけ、回路に冗長性があり、速度は遅い。

三次元積層はコストがかかるので、あまりメリットを感じな

い。 

○「複数周波数対応通信デバイス」は、何故、立体構造にし

なければならないのか（コストなのか性能なのか）の理由の

明確化が必要と思われる。 

○重要な技術であるが、回路集積化技術の完成度を高めて欲

しい。 

○MEMSに関しては、この手法独自の目的とメリットが明確で

あり、推進していきたいテーマであると考える。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○半導体産業の再生の礎となりうる技術開発であるため、是

非とも遂行してほしい。 

【原案】 

○二次元的な半導体デバイスでは、微細化の限界により、多機

能化を行った場合に面積が拡大することや、配線抵抗の増大、

消費電力の増加が大きな課題となってきている。 

○本施策は半導体デバイスの三次元集積化技術を実用化し、こ

れらの課題を解決しようとするものであり、チップの 4 層積層

において、二次元構成に比較して、消費電力当たりの性能 1.25

倍以上を平成22年度末に達成見込みであるなど、計画通り進捗

している。 

○FPGA の三次元デバイス化のメリットを明確にすることが必要

である。 

○三次元集積化技術は日本が世界に先駆けて取り組んできたも

のであり、研究開発の実績で我が国が国際的優位に立つもので

あるが、近年、国際的開発競争が激しくなってきていることか

ら、我が国の国際的優位性をさらに確実なものとするために、

本施策を着実・効率的に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

【概要】 

立体（三次元）構造集積回路技

術、特に異種機能複合技術の確

立による機能高度化・処理能力

向上・半導体以外のデバイスと

の集積化によって、これまでに

ない情報家電・コンピュータ・

通信装置などの機器を実現し、

わが国経済の牽引力とすること

を目的とする。半導体デバイス

に、三次元構造という新たな概

念を取り込むことにより、半導

体以外のデバイスとの集積化を

実現する技術を確立させ、複数

の周波数帯で利用可能な通信デ

バイス、不具合や故障などの修

復に柔軟に対応できる半導体の

開発を行う。 

（実施期間：H20～H24） 

<AP部分> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

グリーンＩＴプロジェク

ト（継続） 

≪施策番号：27169≫ 

≪昨年度：優先≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

<AP部分> 

3,140 

【目標】 

○データセンタの年間消費電力

量を30％以上削減可能なデータ

センタに関する基盤技術を確立

する。 

○ネットワーク部分の年間消費

電力量を30％以上削減可能なネ

ットワーク・ルータに関する要

素技術を確立する。 

○増大する情報量に対応する

5Tb/in2 級の大容量・高密度ス

ト レ ー ジ （ 2007 年 現 在

300Gb/in2級の 17倍）を実現す

る。 

○データセンタ・ストレージシ

ステムの電源部分を抜本的に省

エネ化するため、SiC パワーデ

バイスによる電源装置を実用化

する。 

○半導体の抜本的な省エネ化を

図るため、数十個以上のプロセ

ッサコアを集積したメニーコ

ア・プロセッサ技術、半導体を

0.5V以下の駆動電圧で動作させ

る極低電力化技術を実現する。

 

【達成時期】 

【有識者議員コメント】 

○グリーン IT プロジェクトは当初の目標設定を変更し、デ

ータセンタに特化したのであれば、そのことを明確にすべ

き。経済産業省の関連施策の全体像を体系的に示すべき。

○重要なプロジェクトである。 

○省電力化に向けた開発目標は明確である。 

○省エネの進んだデータセンタを国内に設置した場合に、ナ

ショナルセキュリティおよび産業振興の観点から政策での

後押しも重要である。 

 

【外部専門家コメント】 

○省エネ技術を統合するプロジェクトとして強化して欲し

い。他プログラムとの重複についても統合技術の強みを活か

した課題解決策の提示と、一層の連携研究や情報交換が望ま

れる。 

○プロジェクト本体の目的は明確であり、推進していきたい

プロジェクトである。ただし、ターゲットとされているデバ

イスは、他プロジェクトでおこなう内容（ナノビット磁気記

録、低消費電力デバイス、高密度不揮発性メモリ、SiC パワ

ーデバイス）と重複が多く、このプロジェクトで行わなけれ

ばならない必然性が感じられないことから、他のプロジェク

トで開発したデバイスを利用するなど相補的な連携を取る

ことが望ましい。 

○ナノビット磁気記録は類似のプロジェクトが多数あるこ

とから、このプロジェクトの最終目標に必要な機能が特化し

たものではない限り、このプロジェクトで執行する必要はな

い。提案書を見る限りこのプロジェクトに特化した内容とは

【原案】 

○社会で扱う情報量の急激な増大に伴い、コンピュータシステ

ムを集中・統合して運用するクラウド・コンピューティング化

が進み、大量のサーバを設置した大規模なデータセンタの増加

が予想されている。 

○本施策は、データセンタの省エネ化に寄与するものであり、

データセンタ内の年間消費電力量やネットワーク、ストレージ

の消費電力量の削減目標を定量的に定めるなど、開発目標が明

確である。 

○AP においても指摘したように、革新的省エネデバイス開発、

次世代パワーデバイス開発及び高密度ストレージ開発について

は、関連施策間の棲み分けに基づいて、必要に応じて連携や成

果の利用を行い、相互補完的に推進し、統合システムとしての

研究開発を行うことが重要である。 

○省エネの進んだデータセンタを国内に設置した場合に、ナシ

ョナルセキュリティおよび産業振興の観点から政策での後押し

も重要である。本施策の推進においては、省庁間や省内での関

連施策との連携を密にして、優先的に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

平成24年度まで 

 

【概要】 

○爆発的に増大するネットワー

ク上の情報を省エネルギーかつ

安定的に処理するために必要と

なる、省エネルギーなIT利活用

環境を実現する。 

○大容量・高速・低消費電力の

テラビット級ストレージを実現

し、種々の環境において増大す

る情報量に対応した高効率な情

報の蓄積を実現する。 

○省エネ化されたデータセンタ

によって構成される「グリー

ン・クラウドコンピューティン

グ」の実現を目指す。 

○グリーン IT を支える省エネ

半導体技術を確立し、データセ

ンタの省エネ化を進める。 

（実施期間：H20～H24） 

思われないため、必要が無いと思われる。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【若手意見】 

○総務省の事業と重複がないように推進すべきである。 

 

【パブコメ】 

○立体構造新機能集積回路、低炭素社会を実現する超低電力

デバイスプロジェクト等と連携して推進することが重要で

ある。 

○ハードウェアだけでなく、回路技術・設計技術、ソフトウ

ェアの技術にもフォーカスして着実に推進すべきである。

○エネルギー消費を削減する機器等の開発は、国策ではな

く、民間企業で行うべきである。 

<AP以外> 

 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

<施策全体> 

3,640 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

4,000 

【目標】 

フル HD40 インチで消費電力が

40W以下の大型有機ELディスプ

レイを実現するための製造プロ

セスの基盤技術を確立する。 

 

【達成時期】 

平成24年度まで 

 

【概要】 

低消費電力の大型有機 EL ディ

スプレイを実現し、家庭内テレ

ビ、IT機器のディスプレイ、業

務用ディスプレイなどの大幅な

電力削減を実現する。 

（実施期間：H20～H24） 

【有識者議員コメント】 

○国際的競争力維持に留意すべきである。 

○着実に推進すべき。 

 

【外部専門家コメント】 

○非常に国際競争上重要である。 

○大型有機 EL ディスプレイは、期待される一方実用に至っ

ていない。信頼性を確保するための基礎技術開発が必要と考

えられ、ブレークスルーを期待したい。 

○海外企業との差別化技術となり得るのかについて明確に

示すべきである。 

≪外部専門家５名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○外国の追撃をかわし、研究成果を実用化につなげることが

できる民間企業への加速的なサポートが必要である。 

○民間企業の研究開発投資で行えるものは、民間企業で行う

べきである。 

【原案】 

○世界的に地球環境問題が重視されている中、情報通信分野に

おける電力消費量は年々増大しており、我が国のディスプレ

イ・ストレージ・超高速デバイス等が世界のトップを走り続け

るためには、情報通信機器の「性能向上」を図るだけでなく、「低

消費電力化」を強く打ち出していく必要がある。 

○情報通信機器類の国際的な価格･性能競争は激しく、早期に抜

本的な省エネ技術開発を行うためには、国が支援する必要があ

る。 

○本施策は低消費電力の大型有機ELディスプレイを実現し、家

庭内テレビ、業務用ディスプレイなどの大幅な電力削減の実現

を目指すものであり、これまでにフル HD40 インチで消費電力

40W を目指した大画面の有機成膜技術を開発するなどの成果を

上げている。 

○これは40型パネルでは従来の約２倍の生産性を可能にするこ

とになるため、日本企業が国際的に有機ELディスプレイの市場

牽引役を担えることが十分期待できる。 

○上記の成果及び必要性に鑑み、本施策を着実・効率的に実施

すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

<AP施策> 

 

【原案】 

S 

 

【最終】 

S 

次世代エネルギー・社会シ

ステム実証事業（新規） 

≪施策番号：27025≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

NEDO 

18,200 

 

うち 

要望額 

8,200 

 

前年度 

予算額 

5,443 

【目標】 

省コスト、省CO2、省エネルギ

ーに加え、住民生活の質の向

上・満足を満たす次世代エネル

ギー・社会システムを実現する

ことを目標とする。 

 

【達成時期】 

平成26年度 

 

【概要】 

現在開発段階である地域エネル

ギーマネジメントシステムや蓄

電池システムなどについて実際

の社会において実証を行い、需

要家のエネルギー消費データの

取得や個別技術の性能評価を行

うことにより、将来大量に導入

される再生可能エネルギーの出

力変動が電力供給における電圧

や周波数調整に及ぼす影響をIT

技術を駆使してシステムを構築

し、再生可能エネルギーの大量

導入が可能な次世代エネルギ

ー・社会システムを構築する。

（実施期間：H23～H26） 

【有識者議員コメント】 

○再生可能エネルギーの大量導入に向けた全体構想を明示

すべき。まず経済産業省内の関連施策の総合調整が必要。本

施策の研究開発と社会実証のバリアを明示すべき。 

○極めて重要であり、国策として推進していく必要がある。

○国際標準を取ることを重視。 

○４つの実証事業の成否を判断する技術指標を設定するプ

ログラム運営は評価できる。 

 

【外部専門家コメント】 

○他の関連３事業（「次世代送配電系統最適制御技術実証事

業」、「太陽光発電出力予測技術開発実証事業」、「次世代

型双方向通信出力制御技術実証事業」）との連携については、

既に配慮はされているようであるが、密にとっていくことが

重要である。 

○本事業の内容は多岐に渡りまた予算も多額であるので、成

果目標や予算について、全体目標との整合や位置付けを明確

にした精査が必要であることから、適切な時期に中間評価を

実施することが必要である。 

○本事業は４地域での事業であることから、地域間の競争に

よる成果の充実も考慮しながら、相互連携による効率化につ

いても留意していくことが重要である。さらに、規格化、標

準化をにらみ、また海外展開も視野にいれた、競争と協調が

進展するような運営に留意すべきである。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

 

【パブコメ】 

○再生可能エネルギー社会においては、地球環境に関する観

測・予測情報が重要であるが、本事業だけで取得しきれない

ので、他の事業との情報の共有が必要である。 

○太陽光発電などの実証事業においては、日照量の多い地域

など地域的な偏りがないよう配慮すべきである。 

【原案】 

○太陽光発電を初めとした再生可能エネルギー導入に対する要

求が高まる中、出力が不安定で制御が難しい再生可能エネルギ

ーをIT技術を駆使して余すことなく最大限有効に利用すること

ができるエネルギーマネジメントシステム構築の必要性が高ま

っている。 

○供給サイドと需要家サイドの両者からのアプローチが必要で

あり、本事業は、需要家サイドを中心とした課題を解決する上

で極めて重要となる事業である。 

○本事業の内容は多岐に渡り予算も多額であることから、全体

目標との整合性や位置付けを明確にして推進することが必要で

あり、適切な時機に中間評価を行うなどして推進することが必

要不可欠である。 

○スマートグリッドに関連する経済産業省の４施策を全体の構

想の中で統合的に実施し、マイルストーンや推進体制をさらに

詰めつつ、４地域間との相互連携、自治体、他省庁ともよく連

携しながら、積極的に実施すべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

次世代送配電系統最適制

御技術実証事業（継続） 

≪施策番号：27163≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

340 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

350 

【目標】 

○配電系統では各対策機器の適

正配置、制御の確立、需要側で

はEVや HPなど蓄エネルギー機

器による需要創出の効果、スマ

ートインターフェース（※）を

組み合わせた場合の効果の検証

を実施。 

（※）PV・EV・HP等の需要家機

器を効率的に制御する「スマー

トインターフェース」を開発。

その後「蓄電池設置に係わる対

策コストを低減させることに資

する施策」として普及支援を目

【有識者議員コメント】 

○関連３施策について、全体の研究推進体制を明示し、連携

を強化すべき。2020年の太陽発電の目標は設定されている

が、本施策についての目標は明示されていない。 

○極めて重要。よく考えられている。まさに国策として推進

していく必要がある。 

○全体システム（計画）の中での位置付けを明示すること。

○系統不安定に対する供給サイド側の課題解決を図る必要

な施策である。３施策の一体推進が必須。 

 

【外部専門家コメント】 

○本事業で開発予定の「スマートインターフェース」とその

実証は、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」での

実施まで含めた計画が望ましい。関連の４事業については、

【原案】 

○太陽光発電の大量導入が見込まれる現在、系統安定化と両立

させることは喫緊の課題である。 

○そのためには、大規模電源から家庭までの送配電の全体制御･

協調による高信頼度･高品質の低炭素電力供給システムを構築

することが急務である。 

○本施策は系統不安定に対する供給サイド側の課題解決を図る

極めて重要な施策であり、「次世代型双方向通信出力制御技術

実証事業」及び「太陽光発電出力予測技術開発実証事業」と一

体的に優先して実施すべきである。 

○さらに、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」との

連携にも留意することが必要である。 

 

【最終決定】 



 

 

指す。 

 

【達成時期】 

※PV・EV・HP等の導入拡大を大

前提として、2020年頃にPV・

EV・HP設置需要家の70％程度へ

の普及を目指す 

 

【概要】 

2020年太陽光発電2800万 kwの

導入目標と系統安定化を両立す

るために、大規模電源から家庭

までの送配電の全体制御・協調

による高信頼度・高品質の低炭

素電力供給システムの構築が必

要であり、本事業では太陽光発

電の大量導入時の課題（（１）

周波数調整不足、（２）電圧上

昇）を軽減するための実証を行

い、要素技術（需要側最適制御、

配電系統電圧制御）の早期実用

化を目指す。 

（実施期間：H22～H24） 

全体としての目標や位置付けが明確となる情報を発信する

とともに密に連携して実施することが重要である。 

○双方向通信や「スマートインターフェース」による需要家

機器制御等は、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」

との同種開発課題と整合をとり、最終的には規格化、標準化

を図っていくことが必要である。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 

<AP施策> 

 

【原案】 

S 

 

【最終】 

S 

太陽光発電出力予測技術

開発実証事業（新規） 

≪施策番号：27013≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

100 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

－ 

【目標】 

太陽光発電のエリア全体での出

力状況の把握技術や気象予報等

を活用した１時間単位等の太陽

光発電の出力予測技術の実用化

を目指す。 

 

【達成時期】 

2013年度目途 

 

【概要】 

天候等の気象条件により発電出

力が変動する太陽光発電が大量

に導入されることにより、需給

運用が複雑化し、電力の安定供

給が損なわれるおそれがあるた

め、太陽光出力データ収集実証

事業（分散型新エネルギー大量

導入促進系統安定対策事業、平

成21年度～）による太陽光発電

の出力データ等や気象情報等を

活用し、現在では確立されてい

ない太陽光発電の出力把握や出

【有識者議員コメント】 

○３つの施策（「次世代送配電系統最適制御技術実証事業」、

「太陽光発電出力予測技術開発実証事業」、「次世代型双方

向通信出力制御技術実証事業」）の相互の関連性を明確にし、

連携を強化すべき。2020年の太陽光発電の目標はあるが、

個々の施策の目標が明示されていない。 

○極めて重要であり、国策として推進していく必要がある。

 

【外部専門家コメント】 

○本事業で開発予定の「スマートインターフェース」とその

実証は、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」での

実施まで含めた計画が望ましい。関連の４事業については、

全体としての目標や位置付けが明確となる情報を発信する

とともに密に連携して実施することが重要である。 

○双方向通信や「スマートインターフェース」による需要家

機器制御等は、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」

との同種開発課題と整合をとり、最終的には規格化、標準化

を図っていくことが必要である。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

 

【パブコメ】 

○太陽光資源の時空間分布の厳密な予測は不可能なので、精

度向上目指すよりも、需要側の変動許容性、蓄電等も考慮し、

【原案】 

○天候等の条件により発電出力が変動する太陽光発電が大量に

導入されることにより、需給運用が複雑化し、電力の安定供給

が損なわれる恐れがある。 

○太陽光発電の大量導入時における安定的な電力供給を確保す

る観点からは、太陽光発電の正確な出力状況の把握や出力の予

測手法を確立することが急務である。 

○本施策は系統不安定に対する供給サイド側の課題解決を図る

極めて重要な施策であり、「次世代型双方向通信出力制御技術

実証事業」及び「次世代送配電系統最適制御技術実証事業」と

一体的に積極的に実施すべきである。 

○さらに、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」との

連携にも留意することが必要である。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

力予測手法の開発を行い、太陽

光発電等の大量導入と安定的な

電力供給を確保する次世代送配

電ネットワークの構築に寄与す

る。 

（実施期間：H23～H25） 

確率論的な意味での停電を減らす方策を検討すべきである。

○他の気候変動適用に関する研究等とも連携して推進すべ

きである。 

<AP施策> 

 

【原案】 

S 

 

【最終】 

S 

次世代型双方向通信出力

制御技術実証事業（新規） 

≪施策番号：27012≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

経済産業省 

1,000 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

－ 

【目標】 

①系統・需要家間の双方向通信

による出力抑制機能付きPCS※

を本格的に導入。 

②次世代送配電ネットワーク研

究会報告書(平成22年 4月）に

おける技術開発ロードマップに

基づく研究開発推進 

A)出力抑制機能付きPCSの設置

を担保するためのガイドライン

等の整備 

B)出力抑制機能付きPCSの標準

化（プロトコルやセキュリティ

など）の推進 

 

【達成時期】 

①2020年代、②-A)：2011年度

中目処、②-B)：2012年度中目

処 

 

【概要】 

太陽光発電の大量導入に伴う系

統安定化対策（余剰電力対策等）

としては、太陽光発電等の出力

抑制や蓄電池の設置等が想定さ

れている。当面（2020年まで）

は、電力系統と需要家とを結ぶ

通信線の整備が必要であるた

め、太陽光発電の出力抑制は予

め出力抑制日を設定したカレン

ダー機能を有したPCSに依らざ

るを得ないが、太陽光発電設置

者の出力抑制量を可能な限り抑

制し機会損失を少なくしていく

ことが必要である。よって、通

信手段によりきめ細かな出力抑

制機能が可能なPCSの開発や蓄

電池システムの効率的な制御を

行うための技術開発及び実証を

行う。 

【有識者議員コメント】 

○太陽光発電の導入拡大に伴い、太陽光発電による発電量が

2020年頃に現状の20倍(約 2800万 kW)程度となった場合、

2014年頃から太陽光発電の出力制御等の余剰電力対策が必

要となる。 

○今後、太陽光発電の大量導入を見据え、太陽光発電設置者

の出力抑制量を可能な限り抑制し機会損失を少なくしてい

くことが急務であり、そのためには双方向通信などを活用し

たきめ細かな太陽光発電や系統側蓄電池等の制御も重要と

なる。 

○本施策は系統不安定に対する供給サイド側の課題解決を

図る極めて重要な施策であり、「次世代送配電系統最適制御

技術実証事業」及び「太陽光発電出力予測技術開発実証事業」

と一体的に積極的に実施すべきである。 

○さらに、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」と

の連携にも留意することが必要である。 

 

【外部専門家コメント】 

○本事業で開発予定の「スマートインターフェース」とその

実証は、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」での

実施まで含めた計画が望ましい。関連の４事業については、

全体としての目標や位置付けが明確となる情報を発信する

とともに密に連携して実施することが重要である。 

○双方向通信や「スマートインターフェース」による需要家

機器制御等は、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」

との同種開発課題と整合をとり、最終的には規格化、標準化

を図っていくことが必要である。 

≪外部専門家３名 うち若手１名≫

【原案】 

○太陽光発電の導入拡大に伴い、太陽光発電による発電量が

2020年頃に現状の20倍(約 2800万 kW)程度となった場合、2014

年頃から太陽光発電の出力制御等の余剰電力対策が必要とな

る。 

○今後、太陽光発電の大量導入を見据え、太陽光発電設置者の

出力抑制量を可能な限り抑制し機会損失を少なくしていくこと

が急務であり、そのためには双方向通信などを活用したきめ細

かな太陽光発電や系統側蓄電池等の制御も重要となる。 

○本施策は系統不安定に対する供給サイド側の課題解決を図る

極めて重要な施策であり、「次世代送配電系統最適制御技術実

証事業」及び「太陽光発電出力予測技術開発実証事業」と一体

的に積極的に実施すべきである。 

○さらに、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」との

連携にも留意することが必要である。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：相澤益男議員、副担当：白石隆議員≫ 



 

 

※PCS（Power Conditioning 

System）：太陽電池等からの直

流電力を交流電力に変換する機

器。 

（実施期間：H23～H25） 

 


